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研究論文 
Consideration on Market-Oriented Institutional Reform of Power Market 
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③ 産業への参入と退出の障壁は存在しないこと 1)。 
④ 同一財（厳密に同質な財）が生産者から供給されること。 















よう。そこで「c 財と価格についての完全情報」として効率化条件の 1 つとすることにした。 
条件③では、政府の強力な規制により参入退出が制限されてきたが、規制緩和後にいかに
参入退出の容易さを確保するかについての論点が存在する。そこで、「a 参入退出の自由」と










「d 機会均等」として効率化条件の 1 つとすることにした。 
以上の議論から、電力市場効率化の条件として下記の 5 つが導き出された。 
a 参入退出の自由 
b 市場支配力の抑制 
c 財と価格についての完全情報  




2-2 これまでの改革   
 小売市場に先立ち 1995 年より発電市場が自由化され発電事業者の参入が始まっている2) 。
小売市場の売り手は発電市場では買い手となるので、小売市場の売り手の参入により発電市
場の買い手は増加する。図 1 のように 2000 年 3 月から電力需要量の 26％にあたる小売市場
が自由化され新電力会社の参入が始まる（以下、地域独占会社であった一般電気事業者を「一
般電力」といい、小売市場自由化により新規参入した企業を「新電力」という）。新電力は主
に発電部門と小売部門を持つ業態である。発電市場ではその後 2004 年 4 月に需要の 40％、























図 1 これまでの小売自由化範囲の拡大 
 
主な顧客 契約kW 2000年3月～ 2004年4月～ 2005年4月～















電力量 74% 電力量 60% （2011年度末時点）
出所：文献[6]の図を参考に筆者作成
発電市場に対する制度改革についての考察 ～市場重視型改革に向けて～  古澤 伸浩  23 
 図 2 は 2012 年度の発電を行う事業者の発電量と供給関係を表している。2012 年度の総発

















図 2 発電事業者間の電力供給関係（2012年度） 
 
 経済産業省は、今後の制度改革の方針を検討するため計 12 回「電力システム改革専門委員







広域系統運用機関設立 ：2015 年目途（2013 年電気事業法改正済み） 
小売全面自由化    ：2016 年目途 
送配電部門の法的分離 ：2018～2020 年目途 
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表 1 効率化条件と発電市場の課題 
a参入退出の自由 a-1 退出に関する明示的ルールの設定 
  a-2 環境規制の手続きの煩雑さや期間の長さ（発電所建設の長期化） 
b市場支配力の抑制 b-1 卸電力取引所における一般電力の電力供給抑制 
  b-2 一般電力から新電力への電力融通の供給量と価格の問題 





d機会均等 d-1 一般電力のみに認められている発電施設設置に関する用地取得等の特権 
  d-2 一般電力のみに認められている大規模発電専門事業者からの供給 
  d-3 公営電力からの電力供給の機会不均等 
  d-4 一般電力にのみ許された優遇的な社債発行 
e安定供給 e-1 供給力確保の課題（長期） 
 
a 参入退出の自由  
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a-2 環境規制の手続きの煩雑さや期間の長さ（発電所建設の長期化） 





























新電力の供給力のうちバックアップによるものは、図 4 に示したように、2010 年度 26.6
億 kWh でピークの 2007 年度 73.7 億 kWh から大きく減少している。バックアップと卸電力
取引所を合計した供給力では 2010 年度 54.6 億 kWh、2007 年度 82.6 億 kWh と大きく減少し
ている。価格は、水力・原子力・石炭等のベース電源のコストベースでないために 7)、新電
立地選定 環境アセス （方法書、現況調査→準備書→評価書） 建設工事・試運転 運転開始
開発計画策定
LNG・石油火力3年程度
半年～1年 3～4年 3～4年 石炭火力4年程度
出所：文献[8]の図を参考に筆者作成















図 4 新電力の電力供給力 
 
先述の調査結果で明らかになった一般電力の余力の存在はバックアップとしても供給され












c-1 卸電力取引所の情報開示の課題  
図 5 に示したように、取引所のスポット市場（1 日前市場）の約定量と約定価格がリアル















































 出所：日本卸電力取引所 webページ http://www.jepx.org/ アクセス日 2014/05/19 
図 5 取引所開示情報 
 
c-2 先物市場の創設に伴う課題 
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 d-2 一般電力のみに認められている大規模発電専門事業者からの供給 
ここでいう大規模発電専門事業者は、電源開発（公開会社、発電能力 1,698 万 kW でほぼ
東北電力に匹敵。以下 J パワーという）と、日本原電（一般電力 9 社が主要株主、原子力発
電専門で発電能力 261 万 kW）の 2 社で一般電力に供給する事業者である 9)。電気事業分科









2009 年度の公営電力の供給力は公営水力発電（主に都道府県が経営）が 79 億 kWh、公営




いるものの解決策が示されていない。    















電料金で回収するとしている。この公募措置は 2014 年改正案に入っている。 



























分供給を含まない目標数値（取引所投入のみ）の合計は 220 億 kWh で、取引所取引量 47 億
kWh（2011 年度）の 5 倍近くになり、また、目標数値全合計 370 億 kWh は、新電力の電力
調達量約 300 億 kWh（2012 年度）を超える供給量となる。 
また、委員会報告書は取引所への余剰電力供給量の基準を明示している。必要予備力以外









表 2 一般電力 9社の取引所への電力供給の目標設定 
北海道電力 20億 kWh以上の売り入札 
東北電力 30億 kWh以上の売り入札 
東京電力 100億 kWh以上の売り入札（バックアップ、部分供給含む） 
中部電力 余力の取引所投入 
北陸電力 20億 kWh以上の売り入札 
関西電力 100億 kWh以上の売り入札 
中国電力 30億 kWh以上の売り入札（バックアップ含む） 
四国電力 20億 kWh以上の売り入札（バックアップ含む） 
九州電力 50億 kWh以上の売り入札 
目標数値の全合計 370億 kWh以上の売り入札 
目標数値（取引所投入のみ）*の合計 220億 kWh以上の売り入札 
*バックアップ、部分供給を含んでいるものを除いた目標数値 
出所：経済産業省（2013a）の表を参考に作成 




























































発電能力 翌日予定稼働率 ①売り入札可能量 ②売り入札量 差異（①－②）
東京電力 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
関西電力 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
↓
合計 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
＊差異が余力未入札量を示す　　　　（筆者作成）
発電能力 翌日予定稼働率 ①売り入札可能量 ②売り入札量 差異（①－②）
東京電力 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
関西電力 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
↓
合計 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
＊差異が余力未入札量を示す　　　　（筆者作成）
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d 機会均等 
d-2 一般電力のみに認められている大規模発電専門事業者からの供給 


























図 8 公営電力、Jパワー、新電力の電力供給力比較（2009年度） 
 
J パワーの設備出力は東北電力に匹敵し、図8 にあるように供給力は新電力の 2.7 倍にあた
る 572 億 kWh であり量的な意義が大きい。また、水力発電の設備出力は国内シェア 19%で 2
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論点参照）から意義が大きい。また、水力発電からの調達は、環境配慮契約法に基づく官公
庁の電力購入入札において新電力の参加の機会を増やす。図 9 では、新電力は一般電力にく
らべて総じて CO2 排出係数が高く、入札への参加が困難となる 0.5kg- CO2/kWh 以上の会社
が少なからず存在していることが示されている。 
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5)  平成 23 年 7 月～11 月の一般電力 9 社の売り入札量調査では、ピーク時間帯で 8％の予備力を除く
余力の 30％を拠出している会社がトップ、次に 18％と続く。ピーク時間帯を含む売り入札余力は




7)  一般電力ごとに全電源平均コストを踏まえた料金となっている。 
8)  公正取引委員会が情報収集、ヒアリング調査、アンケート調査を実施し電力市場の現状と問題点を
調査し 2012 年 9 月に「電力市場における競争の在り方について」を作成している。 
9)  電気事業法上「卸電気事業者」の類型。 
10) 省令の「卸供給」規制に準じて一般電力との間で 5 年または 10 年以上の電力需給基本契約を締結
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